
624

感染症学雑誌 第82巻 第 6 号

小児市中肺炎および血液培養陽性肺炎球菌性肺炎の罹患率調査
1）千葉大学大学院医学研究院小児病態学，2）千葉市立海浜病院小児科，3）千葉県こども病院感染症科，

4）千葉市立青葉病院小児科，5）国立病院機構千葉医療センター小児科

荻田 純子１） 石和田稔彦１） 黒崎 知道２） 有馬 聖永３）

深沢 千絵１） 菱木はるか１） 星野 直３） 武田 紳江２）

会沢 治朗４） 大嶋 寛子５） 石川 信泰４） 河野 陽一１）

（平成 20 年 4 月 21 日受付）
（平成 20 年 7 月 8 日受理）

Key words : pneumonia, child, blood culture, Streptococcus pneumoniae

要 旨
【はじめに】日本では肺炎球菌性肺炎を含めた小児市中肺炎の発症頻度は不明な点が多い．今回我々は肺

炎球菌結合型ワクチン導入前の基礎調査として，人口に基づく小児市中肺炎および血液培養陽性肺炎球菌性
肺炎の発症頻度について調査を行った．【対象と方法】千葉市内の患者が入院する可能性のある千葉市内小
児科入院施設 10 施設 11 科，および千葉市周辺の小児科入院施設 9 施設 9 科に，2005 年 1 月 1 日から 12 月
31 日までに入院した小児市中肺炎の患者数および血液培養陽性肺炎球菌性肺炎の患者数についてアンケー
トを用いて後方視的に検討した．【結果】アンケート回収率は 100％ であった．2005 年の千葉市在住小児市
中肺炎入院例は 984 名で，このうち 5 歳未満は 854 名，5 歳未満小児人口 1,000 名あたりの発症率は 19.7 人
�年であった．血液培養陽性の肺炎球菌性肺炎は 5 例あり，このうち 4 例が 5 歳未満であり，発症率は 5 歳
未満人口 10 万人あたり 9.2 人�年であった．【考察】先進国から出された小児市中肺炎の発症率に関するい
くつかの最近の報告と比較して，今回の結果は高いものであった．血液培養陽性肺炎球菌性肺炎の発症頻度
は既報と同程度であった．ただし，各国より出されたいずれの報告も症例診断基準や集計方法が一定ではな
く，結果の比較には注意を要する．より正確に他国のデータと比較するためには同一の画像診断基準を用い
て集計をすることが必要と考えられた．
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はじめに
肺炎球菌結合型ワクチンは 2 歳未満の小児にも有効

なワクチンとして開発され，侵襲性肺炎球菌感染症の
みならず，非侵襲性感染症である肺炎に対しても予防
効果があることが報告されている１）２）．現在日本では肺
炎球菌結合型ワクチンは接種できないが，近い将来の
導入が期待されている．肺炎球菌結合型ワクチンの導
入は肺炎球菌性肺炎の発症率に影響を及ぼすと予想さ
れるが，現在日本では肺炎球菌性肺炎を含めた小児肺
炎の疫学的全体像は不明な点が多く，人口に基づく肺
炎の発症率に関する報告はない．

今回我々は肺炎球菌結合型ワクチン導入前の基礎調
査として，人口に基づく市中肺炎の発症頻度，および

血液培養陽性肺炎球菌性肺炎の発症頻度を明らかにす
ることを目的として調査を行った．

対象と方法
千葉市内の患者が入院する可能性のある千葉市内小

児科入院施設 10 施設 11 科，および千葉市周辺の小児
科入院施設 9 施設 9 科に，アンケート調査を行い 2005
年 1 月 1 日から 12 月 31 日までに入院した小児市中肺
炎の患者数および血液培養陽性肺炎球菌性肺炎の入院
患者数について後方視的に調査した．なお，千葉市は
千葉県のほぼ中央部にあたり東京まで約 40km の地点
にある．千葉市の人口統計による 2005 年 3 月 31 日時
点での推定人口は総数 917,521 人，16 歳未満人口
136,859 人，5 歳未満人口 43,422 人であった．

結 果
アンケート回収率は 100％ であった．調査参加 19

施設の各肺炎症例数を Table 1に記した．2005 年の千
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Table 1 Numbers of children reported by hospitals admitted for community-acquired pneumonia in 2005 in Chiba, Japan

Children with CAPHospitals located around Chiba cityChildren with CAPHospitals in Chiba city

38Chibaken Saiseikai Narasino Hospital344Chiba Kaihin Munincipal Hospital
28Shimoshizu National Hospital135National Hospital Organization Chiba Medical Center
14Chiba Rosai Hospital124Chiba Aoba Municipal Hospital
 5Toho University Sakura Medical Center104Chiba Kensei Hospital
 3Teikyo University Chiba Medical Center 82JFE Kenpo Kawatetsu Chiba Hospital
 2Yatsu Hoken Hospital 40Chiba Social Insurance Hospital
 1Chiba Tokushukai Hospital 32Chiba University Hospital
 0Funabashi Municipal Medical Center 32Chiba Children’ s  Hospital
 0Funabashi Futawa Hospital  0Chiba Rehabilitation Center

  0National Hospital Organization Chiba-East Hospital

Table 2 Incidence of children hospitalized with community-acquired pneumonia and pneumo-
coccal pneumonia in 2005 in Chiba, Japan

＜5 years oldAll Children

Incidence per 1,000CasesIncidence per 1,000Cases

19.7  8546.81 984CAP
 0.092  40.036  5CAP with pneumococcal bacteremia

Table 3 Incidence of community-acquired pneumonia from previous studies

Incidence ＜5 years old per 
1,000

PopulationSubjectCase definitionStudy
yearsArea (country) [reference]

Radiological
pneumonia ＊All pneumonia

19.7   917,521InpatientsPhysician’ s diagnosis2005Chiba (Japan) [present study]

2.06 ＊ ＊ 9.326,700,000InpatientsRecord of ICD-92000―2005Hong Kong (China) [5]

0.59 ＊ ＊ 3.38
  522,158InpatientsPhysician’ s diagnosis confirmed 

by chest radiograph2000―2002England (UK) [6]
(＜16 yr)Outpatients

15.0 2,777,275
Inpatients

Parental interview1999―2002Schleswig-Holstein (Germany) [7]
Outpatients

 6.55～600,000InpatientsRecord of ICD-91996―1998Milwaukee (USA) [8]

1.04 2.25InpatientsRecord of ICD-91994―1995England (UK) [9]

36.0 
8851Inpatients

Chest radiography or autopsy1981―1982Kuopio (Finland) [10]
(＜15 yr)Outpatients

30   9,154―13,434InpatientsPhysician’ s diagnosis confirmed 
by chest radiography1966―1971Seattle (USA) [11]

(＜6 yr)(＜6yr)Outpatients
＊ Pneumonia categorized as end-point pneumonia based on WHO criteria.
＊ ＊ Criteria similar to WHO criteria.

葉市在住小児の市中肺炎患者は 984 名で，このうちの
893 名（91％）は千葉市内の入院施設に入院していた．
5 歳未満例は 854 名で，5 歳未満小児人口 1,000 名あ
たりの市中肺炎発症率は 19.7 人�年であった．血液培
養陽性の肺炎球菌性肺炎は 5 例あり，このうち 4 例は
5 歳未満であった．5 歳未満小児市中肺炎症例の 0.47％
であり，5 歳未満人口 10 万人あたりの発症率は 9.2 人
�年であった．集計結果を Table 2にまとめた．

考 察
世界では年間約 190 万人の小児が急性下気道感染

症，主として肺炎で死亡しており，小児の死亡原因の
首位を占めている３）．小児肺炎は開発途上国でより大

きな問題として存在し，発症率調査も開発途上国で行
われたものが多い．WHO によるメタアナリシス４）は，
開発途上国で 5 歳未満小児 1,000 名あたり年間 280 人
が肺炎に罹患しているとまとめている．ここでは肺炎
は多呼吸，陥没呼吸の有無により診断された臨床肺炎
と定義されている．

一方，先進国では大規模な人口に基づく調査そのも
のが少なく，本邦では小児市中肺炎発症頻度の報告は
見当たらない．海外における比較的規模の大きい調
査５）～１１）を Table 3にまとめた．いずれの調査も肺炎球
菌結合型ワクチンが普及していない地域，時代のもの
である．ただし，肺炎の診断方法，症例の集計方法は
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各調査で異なるため発症率の比較には注意を要する．
1960 年代から 1980 年代は米国１１）やフィンランド１０）で 5
歳未満人口 1,000 名あたり肺炎発症率は 30～40 人�年
と報告されてきたが，最近の報告ではより少なく，最
も多いドイツ７）でも 15.1 人�年である．今回の調査で
は 5 歳未満人口 1,000 名あたりの発症率が 19.7 人�年
と，最近の先進国からの報告のいずれよりも多かった．
今回の調査は入院例に限ったものであるが，外来治療
例も含めた英国６）やドイツ７）の調査と比較しても我々の
結果は高値であり，入院適応の違いのみではこの結果
は説明できない．この他に発症率の高い理由として，
病院へのアクセス制限がないことから軽症例での診断
率が高い可能性や，肺炎の画像診断基準が他国と異な
る可能性が考えられた．

X 線による肺炎の画像診断は先進国の多くで用いら
れているが，観察者によりばらつきがあり問題となっ
てきた１２）．ワクチンの導入により，肺炎の発症率を比
較するために統一した診断基準の必要性が増し，2001
年に WHO は肺炎の診断基準１３）を作成した．この基準
では肺炎の画像を 3 つに分類し，一定の硬化像や胸水
を伴うものを end-point pneumonia，これ以外の浸潤
影，硬化像を伴うものを other infiltrate，所見のない
ものを no consolidation�infiltrate�effusion としてい
る．この基準を用いた場合に，個人間および同一個人
の診断のぶれが少なくなることが示されている１３）．
end-point pneumonia の発症率は 5 歳未満人口 1,000
名あたり香港で 1.04 人�年５），WHO 基準とほぼ同等の
基準を用いた英国の調査では 0.59～2.06 人�年６）９）と報
告されている．今回の調査では肺炎の診断は主治医に
よりそれぞれなされ，基準を統一できていない．end-
point pneumonia は，我々が肺炎と診断した症例の一
部であると考えられ，end-point pneumonia の発症数
はより少ないと推定される．今後，WHO のレントゲ
ン診断基準を用いて調査を行うことで，他国との比較
やワクチン導入前後の肺炎発症率の比較がより正確に
できると考えられる．

今回，菌血症を伴う肺炎球菌性肺炎は 5 歳未満小児
人口 10 万人あたり 9.2 人であった．本邦では坂田１４）が
北海道で調査を行い，肺炎球菌菌血症を伴う下気道感
染症が 5 歳未満人口 10 万人あたり 12.4 人�年と報告
している．この調査は気管支炎と肺炎をあわせた集計
であり，肺炎例は我々の調査と同程度と考えられる．
米国では，髄膜炎や敗血症および血液培養陽性肺炎を
含む侵襲性肺炎球菌感染症が肺炎球菌結合ワクチン導
入前は 5 歳未満人口 10 万人あたり 62.5 人�年であっ
た．これがワクチン導入後の 5 年間（2000 年から 2005
年）で 15.3 人�年へ減少し，このうち菌血症を伴う肺
炎例は 5 歳未満人口 10 万人あたり 4.7 人�年であった

と報告されている１５）．
肺炎球菌は小児肺炎の主要原因菌であるが，血液培

養陽性肺炎球菌性肺炎の発症頻度は少なく，現在でも
肺炎球菌の関与する小児肺炎をいかに推定するかが問
題として残っている１６）１７）．今回の我々の結果も，既報
と同様に血液培養結果から肺炎球菌性肺炎と定義でき
る肺炎は肺炎全体のごく一部にとどまった．我々は以
前より洗浄喀痰培養が小児肺炎の病原微生物診断に有
用であることを示してきており１８），肺炎球菌性肺炎の
発症率推定にも有用と考える．今回は行えなかったが，
今後血液培養とあわせて洗浄喀痰培養を用いて肺炎球
菌性肺炎の罹患率を調査してゆきたい．

本邦ではようやくインフルエンザ菌 b 型ワクチン
が導入され，次は肺炎球菌結合型ワクチン導入への期
待が高い．導入後の効果判定を正しく行うためには，
現段階での市中肺炎，肺炎球菌性肺炎の罹患率が正し
く調査されることが重要と考える．
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Incidence of Community-acquired Pneumonia and Pneumococcal Pneumonia,
Among Children in Chiba City, Japan
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Population-based studies on community-acquired pneumonia (CAP) are rare in Japan. Among 984 Chiba
City children admitted with CAP to 19 local hospitals in 2005, 854 were younger than 5 years old. The an-
nual CAP incidence among children＜5 years old was 19.7 per 1,000. Five, 4 of whom were under 5 years
old, had pneumococcus isolated from blood. The incidence of CAP with pneumococcal bacteremia was 9.21
per 100,000 among those＜5 years old.


